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論 文 内 容 の 要 旨 
 
近年の中国は経済発展と共に、人件費及び大都市の不動産価格の高騰、都市と農村の格差の
拡大、少子高齢化など様々な問題に直面しており、経済成長率は二桁の高速成長から7％前後の
中高速へと転換し、中国経済は鈍化しながら新常態に突入している。中国政府は都市と農村の
格差縮小と国内需要の拡大を目的として、国家新型城鎮化計画を打ち出した。従来の不動産開
発を中心とする城鎮化と異なり、新型城鎮化は流動人口の市民化を中心として、より平等な公
共サービスを受けられるようこれまで都市と農村の格差を是正することを図ってきた。一方で
一部の農民が都市へ移住することにより、一人当たりの耕地の拡大や機械化が進展し、農村に
残った農民の生産性向上と収入の増加をもたらし、個人消費の成長が期待される。また、都市
では、住宅、病院、学校など生活に関連する公共インフラの建設を通して、国内需要の拡大を
狙っている。新型城鎮化計画が提起されてから、毎年1％以上の増加率で中国の城鎮化率が予定
通り年々進行しており、2020年までに常住人口ベースの城鎮化率が60％で、戸籍人口ベースの
城鎮化率45％という目標に近づきつつあるが、実際の進展状況はどうなるのか。前の城鎮化と
比べれば、どんな変化があるのか。“以人為本”（人を最優先に考える）という“人の城鎮化”
の理念を貫くのか。流動人口に戸籍変更の意欲があるのかどうか。現地住民に反発意識がある
のかどうかなどの問題を考察する。 
本論文は以上のような課題に中国統計局のデータなど多数の文献資料を参照し、理論的な分
析を通して、流動人口の市民化、新農村建設及び特色小鎮という三つの新型城鎮化の実施方法
の実態とその効果を明らかにした。また、新型城鎮化実施試験区である上海市金山区で二回の
現地調査を行い、一次資料として、流動人口と上海戸籍を持つ市民に生活の状況、新型城鎮化
計画への態度、戸籍変更への意欲などの現状を考察した。それらを踏まえて、より核心的な問
題である新型城鎮化計画への支持度合いと戸籍変更への意欲の要因を探るために、多項ロジッ
ト分析を行った。本論文で以下のような検討を行った。 
序章と第一章では、人件費の高騰、少子高齢化の深化、都市農村間の格差拡大、中国経済の
減速要因、言わば新型城鎮化計画提出の背景を説明した。特に都市と農村の格差の形成要因で
ある都市と農村の二元戸籍制度を解明する。改革開放政策やWTOへの加盟などの背景の下で都市
部は急速に発展し、農民は大量に都市へ移住した。しかし、同じ都市で暮らしても都市住民と
同様な公共サービスを受けられず、都市と農村の二元戸籍制度の格差が拡大していた。また、
従来の不動産開発と土地拡張を主とする城鎮化とその問題点も指摘し、土地浪費などの問題に
より、持続可能な発展が難しくなったことにも触れている。2014年に国家新型城鎮化計画が提
出され、“人の城鎮化”を唱え、城鎮化水準、基本公共サービスの充実、インフラ設備の建設、
資源環境の保護など四つの目標と内容を設定していることについても解説を加えた。また、先
行研究の論点と見方を整理し、新型城鎮化だけでなく、城鎮化発展についての見解も取り扱い、
新型城鎮化に関連する考察したい課題を挙げた。 
第二章では、新型城鎮化計画の一つの実施方法である流動人口の市民化を取り上げて、全国
全体の城鎮化状況及び7つに分けた地区別の一級行政区で城鎮化の進展状況、異なる現状に応じ
て異なる実施方法を明らかにした。大まかに言えば、華東地区と華北地区は経済が発達してい
るため、城鎮化水準が高い。それに反して、西南地区や西北地区の城鎮化水準は厳しい状況に
直面している。また、華南地区や華中地区に対し、地区の間に大きな格差がある。新型城鎮化
の実施方法方面では、人口流入余地がある地方に対し、戸籍登録基準の引き下げなどを手段と
して、戸籍人口ベースの城鎮化率を高める。既に高城鎮化率を達成した地方に対し、居住証明
書の価値の向上によってできる限り彼らの年金、医療などの公共サービスを都市住民と同様に
受けられるよう流動人口を引き寄せ、常住人口ベースの城鎮化率を高める。 
第三章では、新農村建設は字面から見ると、新型城鎮化の一環であるとは考えられにくいか
もしれないが、実際に新農村建設は新型城鎮化計画の補足であり、言わば城郷（都市と農村）
一体化の推進、都市と農村の格差縮小に重要な役割を発揮している。上海市金山区と宝山区二
つの事例を通して、新農村建設に伴い、技術革新や科学的な用地分配などで農業産業のグレー
ドアップを促し、農産物の増産をもたらす。また、宝山区と金山区はそれぞれ自身の優位性を
発揮し、特色ある農産物をブランド化し（例：宝山区では上海蟹とキノコ、金山区ではメロン）、
農産物の付加価値を向上させ、農民収入の増加を実現した。そして、養老保険、医療保険、就
職支援などの公共サービスの充実により、農民の権益を十分に確保することができた。さらに、
職業訓練により、スキルのある新型農民を育成し、将来的に農民が都市に移住することで、一
定の競争力を備える。また、インフラ設備の整備をして基本的なインフラを整えた上で、イン
ターネットプラスの概念を導入し、農業と電子商取引を組み合わせ、農産物の販売を促進する
ことができる。農業改革深化の方面でも農民に土地使用権の譲渡に十分な賠償金を支払い、農
民の利益を考えた上で、農民生活の向上に注力した。新農村建設は新型城鎮化計画の目標であ
る都市と農村の格差縮小に重要な役割を果たしていることが明らかになった。そして、人材不
足や環境汚染などの進行中の課題を提示した。 
第四章では、新型城鎮化計画のもう一つの実施方法である特色小鎮について検討した。特色
小鎮は大都市と農村の橋渡し的な役割を果たしており、大都市の増えすぎた人口を分担すると
共に近郊にある農村の発展を促すことができた。五つの成功例を通して、特色小鎮の発展は新
型城鎮化建設の進展に具体的な役割を果たしていると理解することができる。特色小鎮は本来
特色産業があるため、産業チェーンの整備に留まらず、機能付き靴下や新素材などで高付加価
値の製品を研究し、産業のグレードアップを動かした。また、特色小鎮は本来小鎮の居住機能
を発揮して「産城融合」を実現し、都市と農村の一体化を促進し、都市と農村の格差縮小の役
割を果たしている。文化保護と伝承の視点で、従来の土地拡張を主とする城鎮化と異なり、古
い建物を取り壊して新しく建設するのではなく、固有の歴史文化を尊重した上で、小鎮本来の
姿を維持したままで特色小鎮の建設を推し進めている。行政改革方面でも特色小鎮は政府と市
場の役割をはっきり区分し、企業を小鎮建設の主体として政府が補助の役割を確立した。特色
小鎮は新型城鎮化計画の中で城郷一体化の実現に重要な一環である。実際に実施していく中で、
すべてが成功例のように順調に進んでいるわけではなく、特色が不鮮明、行政管理制度に不備
があるなどの問題が現れた。 
第五章では、新型城鎮化計画実施の実態を明らかにするために、計画の実施区である上海市
金山区に二年わたって二回の現地調査を行った。上海市金山区の住民（市民と流動人口両方含
む）の基本状況、家計状況及び国家新型城鎮化計画という政策への意識を考察した。結果とし
ては、市民と流動人口に学歴、職業、収入などの方面でまだ大きな格差が存在していることを
確かめた。また、新型城鎮化の進展はあまり進んでいないという現実が示された。新型城鎮化
政策への支持度合いに関しては、市民の間で「支持しない」や「どちらとも言えない」などの
回答が多かった。これは説得力がある取り組みや納得できる説明が欠如したため、この政策で
自分の権益が損われるようなイメージを与えられ、新型城鎮化計画政策に理解を得られにくか
ったからではないかと考えられる。一方で流動人口に対し、新型城鎮化計画への支持度合いが
上がったが、核心的な問題である戸籍変更意欲が二年前より下がって、言わば都市戸籍を取得
したくない姿勢が浮き彫りになった。これは、土地の使用権を諦めず、かつ前述したように農
民の権益をより確保できるよう都市戸籍の優位性が薄められたという理由が考えられる。また、
多項ロジット分析の結果によると、男性は女性より戸籍変更に慎重な姿勢を示した。それは、
男性は女性よりも家族を養うという責任感を持っているからと考えられる。 
終章では、第一章から第五章までの新型城鎮化にかかわる現状、結果、評価など、特に得ら
れた研究成果を収めた上で、まとめたものである。また、残された課題を提示した。 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
本研究の動機は2014年3月に中国政府が発表した「国家新型城鎮化計画2014年―2020年」を取 
り上げ、中国において歴史的にも長く続く都市と農村の2元構造に対して、都市部では上海市金
山区を調査地点に設定し、また農村部では新農村建設の状況を上海市宝山区と金山区で事例研
究を行って、都市と農村の両面から考察を加えることにある。この研究動機は明快であり、問
題意識として高く評価できる。 
本研究は新型城鎮化の特徴と内容を踏まえて、流動人口の市民化、新農村建設、特色小鎮と
いう三つの実施方法とそれらの問題点を評価し、中国新型城鎮化の進展状況を明らかにしたも
のである。また、二度の現地調査によって、新型城鎮化計画実施モデル地区に住む住民にアン
ケート調査を行って、彼らの基本的状況、家計状況を把握すると共に新型城鎮化計画に関する
態度と農村戸籍から都市戸籍への変更意欲に考察を加えている。 
本研究は、新型城鎮化に関する資料やデータが少なく、また先行研究やその成果がまだ少な
い状況の中で、新型城鎮化の実際の進展状況を全国モデル地区の一つである上海市金山区で
2015年と2017年の2度に亘る現地でのアンケート調査によって、従来の城鎮化と比べてどのよう
な新しさを示せているか、人の城鎮化が実際の住民に対してどんな影響を与えているか、農民
に戸籍変更意欲があるかどうか、都市戸籍を保有する住民は城鎮化計画に対して反発があるか
どうかなどを研究したものである。中国経済の中心である上海での二度の現地調査を通して、
新型城鎮化に対する出稼ぎ農民工と現地住民の認知度、農村戸籍から都市戸籍への変更意欲、
新型城鎮化計画への支持度合いなどの状況を明らかにしている。新型城鎮化のモデル地区に生
活している上海市戸籍保有住民と農民工（出稼ぎ農民＝流動人口）の性別、年齢、学歴、職業
などの基本的な状況、収入範囲、支出範囲、住居状況、住居満足度などの家計状況、国家新型
城鎮化計画の認知度、戸籍の変更意欲、国家新型城鎮化計画への賛否などの新型城鎮化計画に
関する状況を把握する試みをおこなっている。目下の中国では農村における現地調査が極めて
困難な状況で、2度に亘る現地でのアンケート調査を実施するなど中国農村研究に新たな知見を
加えた点で、高く評価できる。 
本研究はつぎに新型城鎮化の中での新農村建設、言わば城郷（都市・農村）一体化の推進に
ついて検討を行っている。新農村建設は都市と農村の格差の縮小に重要な役割を果たしている
こと、また、新農村建設に伴う農民収入の増加は消費を刺激し、国内需要の拡大にもつながっ
ていること、上海市金山区と宝山区の事例研究により、新農村建設の実施は技術革新や科学的
な用地分配により、農業産業をグレードアップさせ、農産物の生産量を高めていること、また、
リーディングカンパニーが地域の産業を引っ張り、農家や小規模の合作社の発展をもたらし、
農民の収入を増やすことができたこと、公共サービス方面では、養老保険や医療保険の統合、
土地の請負制度などで農民の受益権を確保していること、また、農民の職業訓練を通して一定
の技術を持った新型農民を育成したこと、これらは、城郷一体化や都市と農村格差の縮小に積
極的な影響を与えていることを分析している。 
本研究はさらに特色小鎮の建設と新型城鎮化の関係について検討を加えている。大都市の人
口過剰を抑制するために、特色小鎮に都市と農村の橋渡し的な役割を発揮させ、大都市の産業
発展と居住機能を分担させると共に周辺の農村に発展をもたらせることを、上海市と浙江省の
成功事例を通して、特色小鎮の発展は新型城鎮化建設の進展に具体的な役割を果たしているこ
とを示している。 
以上、本論文の研究にかかる動機・問題意識、対象の設定、説明枠組の構築、資料と実証の
方法を検討する限り、博士の学位を得て、将来、専門分野の研究において自立した研究活動を
行うについてその能力と基礎的な学識を有するものと判断する。 
したがって、本論文は博士論文として価値あるものと認める。 
 
 
